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ながら、人によっては修士やディプロマ課程、語学やコンピュータなど仕事に関連するコースを受講したり、就労許可なし 他のパートタイム職に就いた。第一、第二両世代の移民の大多数（約六〇％）は、就労許可を取得しフルタイムの仕事に就くまで 六～一二カ月待たざるを得ず、第一世代の二〇・七％は、一年以上待たねばならなかった（表２） 。⑵雇用先　
第一世代の五〇％以上が、タイ














人数 % 人数 % 人数 %
学士号 9 31 10 30.3 19 30.7
修士号 17 58.6 21 63.6 28 45.2
博士号 3 10.4 2 6.1 5 8.1







人数 % 人数 % 人数 %
< ６カ月 5 17.2 8 24.2 13 21
６ ～ 12カ月 18 62.1 20 60.6 38 61.3
> 12カ月 6 20.7 5 15.2 11 17.7





人数 % 人数 % 人数 %
教職 16 55.2 8 24.2 24 38.7
IT/ エンジニアリング 9 31 15 45.5 24 38.7
サービス（医療機関） 1 3.45 6 18.2 7 11.3
事務 （オフィスワーク） 2 6.9 3 9.1 5 8.1
その他 1 3.45 1 3 2 3.2
合計 29 100 33 100 62 100
（出所）　筆者作成。













は、タイ経済へと流れ込む。回答者の大多数は富裕層ないしは上流中産階級出身者であるため、祖国に残る家族を経済的に支援する必要はほとんどない。彼らの所得の多くは生活費、子息の教育費や将来の進学（大学院課程）準備、そしてタイに住む両親の医療費として支出されている。専門的知識・技術を有する移民の扶養家族はタイ国内に居住することが認められているため、彼らの大多数 家族をタイに呼び寄せてい 。ミャンマーのインフラが未整備であるため、扶養家族がタイ 家族を頼って移住す ケースはよくみられる。さらに、ミャンマー国
内での医療サービスの利用が困難であるために、高齢の両親はバンコクでの治療を受けることを選ぶし、効率の悪い教育システムゆえに、移民の子息もタイで学業を修めることを望む。以上 ように、専門的知識・技術を有する移民の所得の多くがタイで消費されていると考えられ 。　
家族をミャンマーに残している




人数 % 人数 % 人数 %
< 20,000 0 0 1 3 1 1.6
20,000 ～ 30,000 0 0 5 15.2 5 8.1
30,000 ～ 40,000 6 20.7 13 39.4 19 30.6
40,000 ～ 60,000 12 41.4 8 24.2 20 32.3
60,000 ～80,000 5 17.2 3 9.1 8 12.9
80,000 ～100,000 4 13.8 2 6.1 6 9.7
> 100,000 2 6.9 1 3 3 4.8
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特集❷：専門的知識・技術を有するタイ在住ミャンマー人移民  
